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研修報告書

	所　　属　南山苑　　職　種　介護支援専門員　　氏　名　清水　千秋

	期　　間　平成２２年　１２月３日　9：30～17：00

	出張目的　平成２２年度福祉サービス第三者評価調査者継続研修

	出 張 先　アピオ青森

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【考察】

　２０年度に続いて、今回で２回目となる福祉サービス第三者評価調査者養成研修を受講しました。今年度から養成研修の方と一緒に継続研修を受けました。私が受講した時には養成研修の受講者は５０名位いたように思いますが、年々受講者が減っているようで、今年は１４名しか受講していませんでした。県社協の担当者からの説明では、福祉サービス第三者評価を受審する事業所の数は伸び悩んでおり、昨年では青森県内で１９事業所、八戸市内においては５年間で９事業所、昨年度は1事業所のみと少ないものでした。その為、登録している調査員の方々のお話を聞くと、ほとんどの方が実際の調査は経験したことがないという事でした。

受審したサービス事業所は保育所が５２％ということで、高齢者施設、障害者施設での受審はほとんどありません。背景には、福祉サービス第三者評価が義務付けられていないこと、調査料が３０万円と高額なこと、介護情報サービスの公表・地域密着型サービス外部評価の受審が義務付けられていることが挙げられると思います。

義務ではない評価を高額の費用を払って受審するには、任意であるからこその優位性という効果があるようです。結果のＡＢＣだけではなく、事業所と一緒に課題を見つけることができ、より質を高めることにつながっています。実際に、評価を受審した事業所の8割が受審したことを評価しており、利用者やご家族においては９割が肯定的に評価しているという結果が出ています。

しかし、一度受審したことのある事業所が、再度受審するケースは３割以下になります。継続した受審にはつなげる為には、評価がどうあるべきか、また自己評価はやっているけど、受審までは至っていない事業所をどのように今後、結び付けられるかが課題であると感じました。

【研修要旨】

　

１．「第三者評価の実施状況と課題」

（１）第三者評価事業の受審事業所の推移

青森県内　　18年度　１９件

　　　　　　19年度　３４件

　　　　　　20年度　１２件

　　　　　　21年度　１９件

実績の多い都道府県（過去５年実績）

　　　　　　１位　東京都　８，３０８件　→補助金があり、受審が義務付けられている。

　　　　　　２位　京都府　　　８２６件　→ＧＨの外部評価も含んでいる

　　　　　　３位　神奈川県　　５３８件　

　　　　　　４位　大阪府　　　２２１件

　　　　　　５位　静岡県　　　２０８件　　

　　　　　　　　１２位　岩手県　　　　９８件　→昨年度までは、東北で青森が１位だったが、

　　　　　　　　１４位　青森県　　　　８４件　　今年岩手に抜かれる。東北の中では高い方。

（２）受審事業所のサービス種別

　　　　　　　　　１位　保育所　　　　　　　　４３件（52％）

　　　　　　　　　２位　特別養護老人ホーム　　１１件（13％）

　　　　　　　　　３位　身体障害者施設　　　　　９件（11％）

　　　　　　　　　４位　知的障害者施設　　　　　８件（10％）

　　　　　　　　　５位　障害児施設　　　　　　　５件（6％）

（３）受審事業所の所在地

　　　　　　　　　１位　青森市　　　３０件（37％）

　　　　　　　　　２位　弘前市　　　２４件（29％）

　　　　　　　　　３位　八戸市　　　　９件（11％）

（４）受審事業所へのアンケート

1 事業所が第三者評価事業を受審した理由

· サービス内容の自己検証をする為

· 職員の育成・研修の為

· 社会的な要請に応える為

· 今後の経営の参考にする為

· 規定やマニュアルなどの整備を確認したい為

· 利用者や家族の声を聞きたい為

· 法人の使命である為

2 第三者評価事業の効果

　　　　サービスの質の向上・・・利用者60％、職員50％

3 第三者評価を受審して良かったか

　　　　利用者80％、職員60％

4 再度受審する予定がある

　　　　30％以下

（５）第三者評価基準等の見直し

1 第三者評価基準を５５細目から５３細目へ　（H２２年４月１日～）

2 評価結果公表様式に評価結果公表・写真追加（Ｈ２２年４月１日～）

3 サービス内容評価基準に情緒障害児短期治療施設が追加（Ｈ２２年４月１日～）

4 調査者の研修カリキュラムを全国と同様に　（Ｈ２１年９月１８日～）

5 利用者調査を義務化・全国共通の項目へ　　（それぞれＨ２２年４月１日～、Ｈ２３年４月　　　　　　　　　　　　　

１日～）

　２．講義「書面審査の着眼点」「訪問調査の着眼点」　　　　　講師：青森大学教授　藤林　正雄氏

（1） 書類審査

事前の施設から提出された書類、自己評価、利用者アンケート調査に目を通す。

· 自己評価ばかりに左右されない。評価している事業所が評価の視点を持って書いているとは限

らない。参考資料までに。

･ 　施設の書類と自己評価とアンケートのズレを見る。調査の時に大事な点。ヒアリングのポイントを明確にしていく。

· 評価者に書類が届くのは１０日～一週間前なので、評価者２名が会って打ち合わせするのは難しい。ＴＥＬかメールでやり取りをする。

· ＨＰや、介護情報サービスの公表など、事前提出書類だけでなく広く情報収集する。

（2） 訪問調査

· 異業種に調査に行く事で、逆に見るポイントがつけやすいことがある。

保育園の先生⇒イス小さい。意識せずにやっている

　調査員⇒新鮮。１歳児と５歳児ではイスの高さが違うのか？などがポイントになる

· 個人的な意見、調査段階での評価結果を伝えない。（評価判定は評価基準を元に）

· 指導的、批判的、断定的な表現を避ける。

1． 演習「書面審査の着眼点」「訪問調査の着眼点」

（1）書面調査とヒアリングのポイントの共有

1 評価項目Ⅰ－３管理者の責任とリーダーシップ

⇒ここだけヒアリングしようとすると難しいので、ヒアリング全体を通して、管理者の応答の仕方をみて、最後に評価する場合もある。管理者自身からは聞きだしにくい。

2 評価項目Ⅱ－２－（1）－①必要な人材に関する具体的なプランが確立している。

⇒具体的なプランはあるが、それが形になっているところはほとんどない。欠けている人材がいるか、マンパワーの確保にどのように動いているかを聞く。

3 評価項目Ⅱ－２－（3）－②個別の職員に対して組織としての教育･研修計画が策定され、計画に基づいて具体的な取組が行われている。

⇒個別の研修計画はまずない。一人一人に合ったメニューがあるのか。研修履歴をきちんと把握しているか。何年の職員は○○を受けるとか、計画を立てて管理しているかを聞く。

　　④Ⅱ－４－（3）地域の福祉向上のための取組みを行っている。

　　　　⇒まず、法人の相談窓口などで対応していれば、事業所単位ではなくてもよい。

（2）訪問調査のスケジュール確認

① 調査場所へは５分から１０分前に着くように。

  　② 昼休憩はこっそり施設を視察、また必要に応じて資料確認を行う。

③ 職員からのヒアリングは緊張しない雰囲気作りを。終わったら、管理者に何時に来てもらうの

かを伝え、評価者間で聞き漏らしたところを合議する。

　　





























































